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医政発第０６１２００４号 

平成１５年６月１２日 

（一部改正 令和３年３月 31 日） 

（一部改正 令和４年３月 31 日） 

各都道府県知事 殿 

厚生労働省医政局長 

医師法第１６条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の施行について 

医師の臨床研修については、医療法等の一部を改正する法律（平成12年法律第141号。以下

「改正法」という。）による医師法（昭和23年法律第201号。以下「法」という。）の一部改正

により、インターン制度が廃止されて以来36年ぶりに抜本的な改革が行われることとなった。

すなわち、診療に従事しようとするすべての医師は、臨床研修を受けなければならないことと

され、また、これに併せて、臨床研修の内容の検討を進め、医師が、適切な指導体制の下で、

医師としての人格をかん養し、プライマリ・ケアを中心に幅広く医師として必要な診療能力を

効果的に身に付けることができるものとすることとされたところである。これを踏まえ、平成

14年12月11日に、医師法第16条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令（平成14年厚

生労働省令第158号。以下「臨床研修省令」という。）が公布・施行され、また、その後の検討

を受けて、平成15年６月12日に、医師法第16条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令

の一部を改正する省令（平成 15 年厚生労働省令第 105 号。以下「改正省令」という。）が公

布・施行され、臨床研修制度が定められたところである。さらに、医療法及び医師法の一部を

改正する法律（平成 30 年法律第 79 号。以下「平成 30 年改正法」という。）により、臨床研修

病院の指定権限が都道府県へ移譲されたこと、臨床研修病院の定員設定の枠組みが法定化され

たこと、臨床研修病院の管理者等への報告徴収等の都道府県の監督規定が法定化されたこと等

に伴い、平成31年３月26日に、医師法第16条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の

一部を改正する省令（平成 31 年厚生労働省令第 36 号）が公布され、令和２年４月１日より施

行されることとなっており、下記のとおり、新たな臨床研修制度が定められたところである。 

臨床研修制度は、医師が、医師としての基盤形成の時期に、患者を全人的に診ることができ

る基本的な診療能力を修得することにより、医師としての資質の向上を図ることを目的として
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おり、地域の医療提供体制の整備に当たっても、重要な役割を果たすことが期待されるもので

ある。ついては、貴職におかれても、臨床研修省令の趣旨、内容等について御了知の上、貴管

内の保健所設置市、特別区、医療機関、関係団体等に対して周知に努める。 

なお、従来は、医学を履修する課程を置く大学に附属する病院（以下「大学病院」とい

う。）であれば、そのまま臨床研修病院と同様の取り扱いをされることとなっていたが、平成

30 年改正法による改正後の法においては、他の病院と同様に都道府県知事の指定を受けなけれ

ばならないこととなった。臨床研修省令においては、指定に関し大学病院の特例に係る規定及

び文言が削除され、当該指定を受けた大学病院は、他の病院と同様に臨床研修病院と規定され

ることとなった。当該改正に伴い、「大学病院と共同して臨床研修を行う臨床研修病院の特例

について」（平成15年７月28日付け医政発第0728001号）及び「臨床研修を行う大学病院から

の情報提供に関する依頼について」（平成15年７月28日付け医政発第0728002号）は廃止し、

大学病院も他の病院と同様に本通知を適用することとしたので併せて通知する。 

記 

第１ 臨床研修省令の趣旨 

法第16条の２第１項に規定する臨床研修については、改正法による法の一部改正により、

平成16年４月１日から、診療に従事しようとするすべての医師に義務付けられるところであ

るが、臨床研修省令は、法第16条の２第１項に規定する臨床研修に関して、臨床研修の基本

理念、臨床研修病院の指定の基準等を定めるものであること。 

なお、改正法附則第８条（臨床研修修了医師の登録に係る経過措置）の規定により、同日

前に医師免許を受けている者及び同日前に医師免許の申請を行った者であって同日以後に医

師免許を受けたものは、改正法による改正後の法第16条の４第１項の規定による臨床研修修

了者の登録を受けた者とみなされること。 

第２ 臨床研修省令の内容及び具体的な運用基準 

１ 用語の定義 

(1) 「臨床研修」

法第16条の２第１項に規定する臨床研修をいうものであること。

(2) 「臨床研修病院」

法第16条の２第１項の指定を受けた病院をいうものであること。

(3) 「基幹型臨床研修病院」
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ム、栄養サポートチーム、認知症ケアチーム、退院支援チーム等、診療領域・職

種横断的なチームの活動に参加することや、発達障害等の児童・思春期精神科領

域、薬剤耐性菌、ゲノム医療等、社会的要請の強い分野・領域等に関する研修を

含むことが望ましいこと。 

⑲ 臨床研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合には、原則として、臨床研修

協力施設における研修期間を合計12週以内とすること。ただし、地域医療に対す

る配慮から、へき地・離島の医療機関における研修期間についてはこの限りでな

いこと。 

(ｶ) 研修医の募集定員が20人以上の基幹型臨床研修病院は、将来小児科医になること

を希望する研修医を対象とした研修プログラム及び将来産科医になることを希望す

る研修医を対象とした研修プログラム（募集定員各２人以上）を必ず設けること。

当該プログラムにおいては、小児科又は産婦人科の研修を重点的に行うなど、当該

研修医のキャリア形成に資するプログラムを作成すること。 

(ｷ) 都道府県知事が次の手続きを行うことを条件に認定した基幹型臨床研修病院（以

下「地域密着型臨床研修病院」という。）は、地域医療に従事することを重視する

研修医を対象とした研修プログラム（以下「地域医療重点プログラム」という。）

を設けることができること。 

① 地域密着型臨床研修病院の認定を希望する基幹型臨床研修病院の開設者は、地

域医療重点プログラムの研修を開始しようとする年度の前々年度の 10 月 31 日ま

でに、申請書（様式７－１）を当該病院の所在地を管轄する都道府県知事に提出

すること。 

② 申請書には、当該病院の地域医療重点プログラムを添付すること。

③ 都道府県知事は、①の申請が適当であると認める場合、当該プログラムの研修

を開始しようとする年度の前々年度末までに地域医療対策協議会の意見を聴いた

上で、当該病院を地域密着型臨床研修病院として認定すること。 

④ ③の認定に当たっては、当該病院の研修体制が充実していると認められるこ

と、医師少数区域及び医師少数スポットにおける地域医療の研修期間が12週以上

であり、臨床研修修了後も総合的な診療の研修が受けられる体制であること、地

域医療の実践について指導できる指導医（後述する７（４）を満たす者）が配置

され、勤務体制上指導時間を十分に確保できること等が満たされていることを確

認すること。 

⑤ 地域医療重点プログラムの研修医の募集及び採用の決定は、後述するスにかか
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号）及び沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）に基づき指定されている離島

の直近の人口の値 

(ｸ) 医師偏在指標は、厚生労働省の医師需給分科会において承認を得た値

ウ 一病院当たりの募集定員数を１から２に増加するための加算分

都道府県で「当該都道府県の募集定員の基礎数配分可能数」を配分した結果、やむ

を得ず一病院当たりの定員配布数が１となる場合、当該病院の募集定員数を２に増加

するための加算分（ただし、地域医療対策協議会において了承を得たものに限る。）

とする。 

エ 募集定員倍率等

「募集定員倍率」については、令和 2 年度研修の 1.1 から令和 7 年度研修の 1.05

まで徐々に減ずることを基本とするが、毎年の研修医の募集と採用の状況等を適切

に勘案したうえで決定するものであること。 

なお、前述（１）に定めるＣ１、Ｃ２、Ｄ１及びＤ２については、募集定員倍率

を徐々に1.05とする中で、両者の関係を踏まえつつ決定していくものであること。 

オ 外国人留学生に係る取扱い  外国人留学生（大学との覚書等により、受入先の基

幹型臨床研修病院が決定され、かつ、将来に出身国に帰国するものとされている者に

限る。）については、都道府県の募集定員の上限とは別に受け入れることができるも

のである。 

(2) 都道府県における病院ごとの募集定員の設定

都道府県知事は、(1)にて設定された上限の範囲内で、医師少数区域等における医師

の数の状況、各病院の研修医の受入実績、その他地域の実情等を勘案して、地域医療対

策協議会の意見を踏まえ、病院ごとの定員の算定方法をあらかじめ定め、当該定員を設

定することとし、各病院の妊娠・出産・育児に関する施設及び取組を勘案して当該定員

を設定するよう努めること。 

その際、(1)アの医師少数区域の人口によって加算された配分については、医師少数

区域の基幹型臨床研修病院等に配分することとし、前述５の(1)ア(ｶ)により小児科・産

科研修プログラムを設けた病院に対し、当該研修プログラムの募集定員分として、募集

定員の上限から４を配分すること。 

また、前述５の(1)ア(ｸ)により基礎研究医プログラムを設けた病院に対し、当該プロ

グラムの募集定員分として、国が定める都道府県ごとの定員枠から配分すること。 

24 募集定員の通知 

(1) 都道府県知事は、法第16条の３第３項の規定により臨床研修病院ごとの研修医の定員
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